【声明】　憲法違反の「テロ等準備罪」＝「共謀罪」創設に反対しましょう
2017年2月18日　憲法改悪阻止各界連絡会議（憲法会議）
安倍政権は、その危険性のゆえに過去３度にわたって国民の反対で廃案にされてきた「共謀罪」を、「テロ等準備罪」と名前を変えて、今国会に提出し、成立を狙っています。憲法会議は、「共謀罪」創設に強く反対し、法案の国会提出中止を求めます。
「共謀罪」は、市民が犯罪を実行していないのに、話し合うだけで処罰できる思想・良心・言論の自由を侵す憲法に明確に反するものです。また、近代刑法の「犯罪の実行行為を処罰し、思想や内心の意思を処罰しない」という基本原則を根底から破壊するものです。
政府は、「『共謀罪』ではなく『テロ等準備罪』であり、オリンピックに向けたテロ対策だ」と主張しています。また「『国連越境組織犯罪防止条約』の批准のために必要だ」としていますが、この条約はマフィア対策のものであり、テロ対策とは関係ありません。そして、日本はテロ防止に関する13の国際条約全てについて締結しています。また、銃器・刀剣・サリン等の所持自体が現行法で禁じられており、未遂段階で処罰できる規定は66もあるなど国内法は整備しており、対応は可能です。「テロ対策」との説明には何ら根拠がありません。
また、「『組織的犯罪集団』を処罰するものであり、一般人は対象外だ」との説明も、「組織的犯罪集団」と指定する判断は捜査機関にゆだねられており、市民運動や労働組合、そして一般市民も捜査対象にされかねない危険がいよいよ明らかになっています。
　さらに、捜査のために会話や電話、メールまで監視される危険性もあります。すでに強行された特定秘密保護法、盗聴法の拡大、司法取引の導入に加えて、さらに「共謀罪」を創設し、監視・密告社会をつくろうとしているのです。監視・密告社会は、「戦争する国」と一体のものです。暴走を続ける安倍政権にこのような危険な法律をもたせていいのでしょうか。
　こうした「共謀罪」の危険性は、この間の国会論戦ですでに明らかになりました。これに対し金田法相は、答弁不能となったことを棚に上げ、「法案提出後に議論すべきだ」と国会論議を封じる文書まで配布しました。こうした憲法無視の無法状態は異常と言わなければなりません。金田法相の辞任は当然であり、このような内閣にかかる重要法案を提案する資格はありません。
　戦前、「世間が心配するようなことはない」「社会運動を抑圧しない」と説明して、治安維持法が制定されました。しかし、実際は、文化運動、教育者、宗教者、労働運動、リベラリスト、学生サークルと、弾圧の対象は際限なく広げられ、政府批判や「戦争反対」を口にすると弾圧され、日本は国民を犠牲にして戦争へ、そして敗戦へとまっしぐらに突き進みました。この過去の痛苦を再び繰り返してはなりません。「現代の治安維持法」とも言える「共謀罪」創設を広範な国民の良識と力を結集して葬り去ろうではありませんか。
憲法会議は「共謀罪」の創設を何としても阻止するために全力をあげます。
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